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日本興業銀行と資本蓄積の現実過程

日中戦争期を中心に

西村 貢

I は じ め に

日本の戦時経済統制は， 1937牛日中戦争・ 1911午太平洋戦争勃発を政治・軍

事的画期に，産業政策では「総合的基礎の充実」をめざす重化学工業化政策か

ら軍需関連産業の強力的拡有への転換，金融政策では資本蓄積の補完的機能か

ら産業構造の軍需関連優先・転換をめざす金融統制へ，さらに命令融資を内容

とする破局的金融統制へと展開した。

産業・金融両政策の総合的遂行の過程で重要な役割を果たLたのが政府系金

融機関・特殊銀行であった日本興業銀行(興銀と略す)の産業金融である。興

銀の産業金融は，生産力拡充政策や臨時資金調整法等の統制諸立法に規定つけ

られ，その展開過程を金融的性格に即して特徴づけるとすれば，放済融資一一

選別融資一一集中融資一一補助金化として定式化することができる~

本稿では，興銀の産業金融が当時の代表的資本である三大総合財閥・新興財

閥・国策系軍需会社の蓄積基盤との関連および資本蓄積に果した役割の差異を

検討する。それを通じて，特殊銀行を媒介とする国家財政と金融の一体化が，

戦時下に急速に確立し ζゆく中央集権的な財政金融機構を媒介として資本蓄積

にどのような機能を果していたのかを検討することができるであろう。それは

同時に，公債発行に重点をおL、てきた戦時期財政の通説的理解に対L.，重化学

工業化の要請よりする設備投資資金の供給体制としての国家財政の機能を分析

することを意味し，公債を媒介とした同家財政と金融市場との結合関係を相対

1) 拙稿「輯時金融統制と目本興業組行J ~経済論叢』第1 ::12巻 1 ' 2号 198::!年ヂ参照。
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化させることで，両者の総合調整を課題とした戦時期財政の現実的展開過程に

即した分析も可能となるであろう。

II 重化学工業化と財閥の資本蓄積基盤

日本の崖業構造の重化学ム業化は，第一次世一界大戦以後急激に進展したとい

われ亡いるが， 1930年代の前半は工業生産額でみる限り軽工業部門の比重が高

かった〈第 1表)。重化学工業の比重が相対的に上回るのは日中戦争前後であ

る。 1933年に昭和恐慌前(1929年)の水準を回復した後，重工業が飛躍的に発

展している。日中戦争前後の重工業化l工戦時期国家独占資本主義の生産力拡

充政簸によるスクラヅプ・ 7/'ド・ビノレド政策として強力に推進されていたの

第 1表士業生産額よりみた重化学工業化 (単位，百万円， %) 

19咽年 1942司三

重(金属工・機械業器具〕 l| (1L9142〉5 

1933年 lq::lR年

1.698 I 3.749 
(21.5) I (30.4) 1〈401481)1 1(45，8676〕5 

化学工業 935 

望日J空 〈41，85953〉 5，7 515 
(15.7) (17.2) 

軽 工 業
1 (~明 E93，98758 〉 1〈03，49419〉

総 5，963 竺竺 I12，25空 24，862 32，130 

出所〉総理府統計局『日本抗計年賭Jl1949年。 310，311へ ジより作成〕

重エ業

化学工業

軽工 業

製造工業合計

第2表払込資本金現在高配置 f年末)(単位，百万円，見〉

|l時|附年 11蜘年 11蜘年 1194年 戸 司 直 年

i112叶 3mi
叩

154m1
叩 7.246

〈3払(ぬ1)I仰向(岨5)I (却の|側〉

|〔掠 1(刷 mlmlml〈約 132Z

ln161Ml| 判加 lZ932M7?(諮問|阿 |σ2.3)I (28.5) 問問?(254〉

i叩 71 6，531 
1 

出所〉 円本担行統計局『職時中金融統計要質JlHl47年.0 101， 102へージより作成ム
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かカミる重化学工業化が既存の資本蓄積基盤・資本配置に影響を与えたことは
ゐ

当然である。第2表は，重化学および軽工業両部門の工業生産額がほぼ括抗し

た1936年以後の払込資本金の推移を示したものである。 1938年を画期に資本配

置の重工業偏侍が顕著となり，とりわけH中戦争期の相対的増加額で重工業中

第 3表九大財閥払込資本金増大分布
f1937年から1941年まで)(単位，百万円，克〕

|語大総高|間鈷腎鯖|新興財閥 I~j:財昨夏若草
資本金増大額 1，409 183 334 570 2，496 10，180 

(内訳)重工業 745 46 269 336 1，395 4，120 

化宇工業 192 8 8 89 297 903 

軽工業 76 25 3 30 134 978 

鉱 業 301 1 13 86 401 1，182 

金融業 o 7 。 2 9 -57 

その 他 95 95 42 27 260 3，055 

自系列内部比率(%)

〔内訳〉重工業 52.9 25.0 80.4 58.8 55.8 40.5 

化学工業 13.6 4.4 2.4 15.6 11.9 8.9 

軽士業 5.4 13.8 0.9 5.3 5.4 9.6 

鉱 業 21.3 0.7 3.8 15.1 16.1 11.6 

金融業 O 4.0 O 0.3 0.4 -0.6 

その 他 6.8 52.1 12.5 4.9 10.4 30.0 

全国株式会社比率(%)

財閥小計 13.8 1.8 3.3 5.6 24.5 100.0 

重工業 18.1 0.1 6.5 81 33.9 1000 

化学工業 21.3 0.9 0.9 9.9 32.9 100.0 

軽工業 7.8 2.6 0.3 3.1 13.7 100.0 

鉱 業 25.5 0.1 1.1 73 339 100.0 

金融業

そのイ由 3.1 3.1 1.4 0.9 8.5 100.0 
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心が特徴的である o 1936年実援に対する仲ひ率では. 1940年に重工業3.0倍，

化学工業2.1倍，軽工業1.3倍，製造工業平均2.1倍である。 1942年では，各々4.0

倍. 2.3倍， 1.7倍， 2.6f音となり， 重工業部門への資本蓄積基盤の重点移行が特

徴である。

このように，工業生産額においても，払込資本金においても日本の産業構造

は，重化学工業とりわけ重工業を基軸とする構成へと転換していたとすれば，

当時の代表的資本である財閥資本の蓄積基盤にし、かなる影響を与えていたので

あろうか。換言すれば，このような産業構造転換の傾向は，いかなる資本に担

われて達成されたのであろうか。

この点を明らかにするために， 1937年から1941年の期間に全閏株式会社払込

資木金増大分布と財関資本の比重を算出したのが第3表である。乙の表は次の

三点の特徴を示している。 まず第)に， 全国的には約102億円の払込資本金の

増大があり，その半分は重化学工業とりわけ重工業に集中している。九大財閥

は約25億円〈約25%)を占め，三大総合財闘が全国比率約14%，九大財問比率

約57%を占め，当該期払込資本金増大の主要な担い手は財閥資本であり， とり

わ円三大総合財閥であった。第二に，財閥資本の各業種の全国比率では，重工

業・化学工業及び鉱業が九大財閥合計で約33-34%と高い水準にあり，ここで

もその内訳は三大総合財閥の比重が高い。第三に，白系列内部の業種別増大分

布比率をみると，重化学工業とりわけ重工業への投資集中の実態が顕著に特徴

づけられる。三大総合財閥では約67%. 産業資本中心財闘では約83%， 新興

(鮎川)財閥では約74%が重化学工業分野への投資てある。従って，日中戦争

期の重化学工業化の主要な担い手となった資本は，三大総合財問を中心に新興

財閥及び産業資本中心財閥であった。さらに，三大総合財閥の重化学工業への

投資額は，他財閥を絶対額において上回り，この期に急激な蓄積基盤の移行を

達成した。日中戦争期の迂回的軍事動員体制の確立を目的とした「重化学工業

3倍化J (近衛首相談話) "めざす生産力拡充政策に補強手わした急激な産業構

造の重化学工業化ば，三大総合財閥の蓄積基盤の重点移行と産業資本中心財閥
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第 4表主要金融機関目IJ預貯金増大状況

工;;:自1
(1937年から1941年まで)(単位j 百万円，9h) 

間 7年 %川五五 C%円増大額(%)

3，031 I 6，864 3，833 

I，829 (6Cめ I3，663 (53.4) I 1，834 (47.8) 

也記出(刈 l訪問

も41古川 5;:;側

3.394 I 10.257 I 6.863 

I 16，253 I 13，608 

総 計 |総預金 22.3R6 削 11 叫 25

出所〉 後藤幸rr-著「日本D企融統計~ 1970年。より作成。

及び新興財閥の重化学工業分野での蓄積基盤の強化に担われ，それらの諸財問

資本の支配力の強化をその内容としていた。さらに，この過程には白木製鉄合

同 (1935年)及び新たな軍需会社の国策的創設とが同時併行的に遂行されてお

り，その代表例は中島飛行機を中心とする中島財閥の勃興である。中島飛行機

は海軍との受注関係を軸に重工業分野で蓄積基盤を拡充し， 1941年には十大財

閥の構成部分として位置つけられるまでに急成長した。

ところで，これら諸財閥の急激な蓄積基盤の重点移行と拡充のためには，巨

額な設備資金の調達が必要である。ところが，三大総合財閥でさえも赤字公債

引受ン団としての国債投資の増大と資金拘束(普通銀行国債所有額は1937年約

26億円から1941年約83憶円へ増大)や第4表に見 bれるような定期性預金増大

率の鈍化(全国普通銀行の定期預金比率は1937年約56%から1941年約51%へ低

下L-，同期 0)預金増大額に占める比重も約47%と相対的に低下している〉のた

め，長期固定性のある設備資金供給に資金的な限界を露呈せざるをえず，また

融資態度においても「当行首脳部はその前途に対し事変の見透し等と関連して

少なからず危恨の念を抱き常に銀行経営の健全化に留意していた。(中略〕従
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って時局経済の縮小が如何形態を以て文何時生ずるかを考慮しなければな b
ぬ

ぬ」幻として設備資金供給に対し慎重な経営方針をとった。加えて，表からも

わかるように預貯金増大シェアでも預金部及びその他に算入されている政府及

半強制貯蓄からなる国家資金の伸び率が高し国家資金を媒介とした資金循環

の体制が形成されて雪た。

従って， 日中戦争期の金融市場は戦債を中心とする国債消化と重化学工業fじ

のための設備資金供給とを重要な基軸とし亡推転してゆく乙とになったが，そ

の際，国家による強制及ひ誘導のための財政金融的機能の遂行と，戦時経済と

いう特殊な条件下で権力機構を肯景に生産関係を度外視した生産力主義による

効率性遂行を第一義と Lて編成された資本主義的合理性の徹底とを調整し，矛

盾の激化を隠蔽Lていたのがかかる国家資金の機能であ勺た。上述の設備資金

の供給・調達においては，三犬総合財閥のように白系列内に有力な金融機関を

有しているところでは，自己資金及び白系列金融機関からの融資と政府系金融

機関を媒介として国家資金との結合が見られ，国家資金による補完と国家資金

による誘導との形態がある。その他の財閥では，白系列内に有力な金融機関を

有せぬため銀行資本中心財閥からの借入及び国家資金による補完と誘導とが見

られる。このような国家資金機能の共通性と差異を明らかにするために，次項

でまず政府系金融機関の融資実績を検討しよう。

III 日本興業銀行の主要取引系刻

興銀は， 日中戦争期には生産力拡充政策遂行のための戦略的金融機関として

位置づけられ，国家資金を資金源泉として重化学工業化のための設備資金供給

を専一的に担った特殊銀行であった。従っ ζ，財間資本の重化学工業への蓄積

基盤の重点移行・拡充と国家資金との関連は，興銀を媒介とした国家資金の融

資として現われることになり，その実績は興銀の財閥資本への融資状況におい

てみることができるu

2) 三菱銀行『三菱課行史Jl1954'1"， 252へージ。
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第5表 日本興業銀行主要系列融資残高 (単位，百万円， %) 

同時日常事制覇 I~ 壁際行iz品境問剰摂F
融資残高

1935年末 3 3 17.4 23.4 79.6 103 335 

1938 52 10 253 315 57 254 626 1，111 

1941 355 129 630 1，114 382 374 1，872 2，736 

主内要比系率列

1935 ~O 3.0 16.9 22.7 77.3 100.0 

1938 8.3 1.6 40.4 50.3 9.1 40.6 100.0 

1941 19.0 6.9 33.7 59.5 20.4 20，1 100，0 

融比資率総言|

1935 0.9 0，9 4.9 6，7 23.8 30，7 100.0 

1938 4.7 0.9 22.8 ク~R4- !'i.l 22.9 56.3 100.0 

1941 13，0 4，7 23，0 40.7 14，0 13，7 68.4 100.0 

注〕 財閥内訳。三大総合j 銀行資本中心，産業資本中心財問は第3表と同じ。
新興財閥は鮎川， 日窒，訴，石原， 日曹，理研貼閥。

出所〉 日本興業銀行『日本興業銀行王十年史.!l1957年。 464ベージより作成。

第 5表は興銀の融資先を資本系列別に分類したものであるが，この表から次

のことがわかる。まず第一に，融資残高総計が急激に増大L， しかもその内訳

で主要系列の合計比率が1935年30.7%(約 1億300万円)， 1938年56.3%(約 6

億2，600万円)， 1941年68.4%(約18億7，200万円〉へと飛躍的に増大している。

興銀の臨時資金調整法(1937年〉と大蔵省内命に規定づけられた「不要不急」

産業を犠牲とした重化学工業偏重の選別融資は，同時に主要系列資本への集中

融資である。第二に，主要系列の内で財閥資本への融資状況をみてみよう。三

大総合財閥は1935年3，0%から1941年19，0%へ，新興財閥は16，9%(1935年〉か

ら33.7%(1941年)ヘヲ産業資本中心財閥は同時に3.0%から6.9%へと推転して

いる。財問合計では， 1935年22.7J6から 1941年59.5%であり， 融資残高総計に

占める比重は同時に6.7%から40.7.9百へと著増している。従コて，興銀の集中融

資の実態は財閥資本への融資集中の急激な進展とりわけ，新興財閥と三大総合
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財閥へのそれである。新興財閥が融資比率で筆頭であるとはいえ，三大総合財

閥は1935年で新興財閥の六分のー弱の水準から1941年には二分の一強の比率へ

と上昇し，日中戦争期の興銀と三大総合財閥との相互関係は，それ以前の資本

蓄積の根幹には必ずしも関係していない融資関係とは違い，資本蓄積の投資戦

略の主要な条件それ自体の一環を構成するものに変化してきていることの現わ

れである O 付言すれば，興銀の産業金融は，第 次大戦後の特徴づけとして通

説である財閥系等の普通銀行との融資関係をもたない「周辺産業」への救済融

資専門機関としての実態とは大きく転換しており，表では主要系列分類の「そ

の他」の項目に入っているが，以前から継続きれている船舶関連融資等におい

ても当該部門への財閥資本の侵透を考慮に入れれば財閥資本との関係はより密

接な関係であるということができるであろう。第三に，財閥の項目以外で中島

飛行機関係、の急激な伸びが特徴である。主要系列内比率で1938年9.1%か ら 19

41年20.4%へと二倍強の比重へと上昇している。同系列への融資の大部分は中

島飛行機の工場設備拡張資金であり，興銀の集中融資が航空機製造を中心とす

る軍需産業への融資という戦時金融的性格をもっていたことを端的に示してい

る。

これらの諸特徴は融資比率の変化からみたものであるが，これを融資増加額

でみれば，日中戦争期の財閥資本と興銀との相互関係はより明確になる。 1938

年から1941年に至る融資残高の増加額は，三大総合財闘が約 3億300万円，新

興財闘が約 3億7.700万円， 産業資本中心財閥が約 1億1，900万円であり， 中島

系が約 3億2，500万円 Eある。 これら四者の合計は約II億2，400万円であり， ζ 

れが同期目融資残高総計の増加額の約69.2%を占めている。同期の興銀の集中

融資はこれら四者の主要な代表的資本への集中であり，とりわけ三大総合財

閥・新興財閥及び中島系資本系列への集中であ〉たことがわかり，しかも三者

はほぼ同額であるυ

かかる財閥資本(中島系も含めて〕との融資関係が強化きれたことが，日中

戦争期の興銀の産業金融の重要な特徴である。三大総合財閥内部では三菱財閥
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とりわけ三菱重工業が，新興財閥内部では鮎川財問(満州重工業系)の融資開

始と増加テンポの速さが特徴である。ここにも，興銀の産業金融は産業金融一

般に解消しがたい軍需工業動員体制の急速な確立をめざした戦時の経済政策に

特有の戦時金融的性格をもっていたことが示されている。つまり，興銀は三大

総合財閥の重化学工業への蓄積基盤の移行と新興財閥及び中島系資本の重化学

工業での蓄積基盤の強化を総体として補完しながら，それらの資本蓄積を戦時

体制の一環として編成しうるよう選別融資を手段として誘導する機能を果して

いた。興銀の補完と誘導の相互前提・相乗的な融資集中は，現実資本にとって

は，興銀が国家資金を資金源泉とする特殊銀行であるが故に，資本蓄積の積打

として困家資金を利用するという機能を担っていたということができるu

IV 日本興業銀行融資と資本蓄積との関連

これまで財閥資本の蓄積基盤の変化と興銀を媒介とする産業資金供給におけ

る集中融資化の過程をみてきたが，ここでは両者を関連づけることによって国

家資金の設備資金としての供給が資本蓄積にいかなる意味をもっていたのかを

検討しよう。

すでに「満州事変」以来，軍事支出は増大傾向にあり，日中戦争期には大規

模な軍備拡充計画が実施されつつあった。さらに軍事工業動員体制jの基礎とも

なる生産力拡克政策の実施が同時併行的に遂行され，直接及び間接に巨額の軍

需をもたらしていた。これが重化学工業分野の拡大を，特に機械工業の拡大を

促し，工業生産額中機械工業の占める割合は1931年 9%であったものが1936年

16%， 1940年には早くも26%にまで広大していたヘ軍需と密接な関係にある

機械上業の生産規模の者増が，財閥資本の蓄積基盤の変化をもたらした牽引車

であるということができる。逆に言えば，前者は後者のもたらした結果である

ともし、うこと古ミできる。

そこで，所期の課題を検討するために三菱重工業と中島飛行機の蓄積過程

3) 篠原三代干「長期統計10鉱工業.!l1072年。
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設備投資の展開過程を旬にとろう。なぜならば，両者とも日中戦争期に興

銀との資金関係を形成し，絶対額においても同期の興銀の集中融資の実態を反

映しているからである。さらに，三菱財閥は三大総合財閥のうちで最も機械工

業部門に投資を展開していたからであり (1937年の三大総合財閥の財閥傘下の

機械工業への会社払込資本金でみれば， 三井財閥約4，000万円，三菱財閥約 1

億600万円，住友財閥約4，100万円)，その中心となっていた三菱重工業はすで

に当該部門で独占体制を確立しており，三菱財閥の直系会社の売上げのうち重

工業部門の割合は， 1日41年には55%におよんでおり，このうち三菱重工業が

41.4%を占めていたの。 それ故に，三大総合財閥の草化学工業化過程で急激な

設備投資を繰り返し，白系列肉Jこ有力な金融機関を複数有しながらも国家資金

との関係を緊密化させつつ資本蓄積を行なった一典型を示しているからである。

中島飛行機ば，軍需工業の中心に位置づけられ国家資令の最優先的供給をうけ

た航空機製造工業において三菱重工業と故んで中心的役割を果し，自系列内に

有力な金融機関をもたずに重工業部門で資本蓄積を展開し，戦時経済期に財

閥資本形熊をとるまでに急成長した国策系軍需会社の一典型であるからであ

る530

日中戦争期(1937年~1941年)における産業資金の供給額は『総額 461億円

に達し，満州事変期 (1932年~1936年一一筆者〕の合計81億円に比較すると実

に5.7倍の巨額に達した。」ω さらに， その供給方式は「満川事変期においては

企業の内部資金によるものが，外部資金によるものと殆んど同ーの比重，否起

債による対外投資分を除いた内地関係分のみでみれば，むしろ内部資金の方が

大きな比重を占めているのに対し，この期間く日中戦争期 筆者〕において

4) 三基本社社誌編纂委員会『三菱t誌~o

5) 本稿では，新興財閥の資本蓄積と奥銀との関揮は紙幅の都合で省略した。新興財閥の日中戦争
期り資本蓄積廿!当初からすでに重化学工業部門に哲積基盤があったとはいえ，この期に経済統
制と資金調達難のため経t昌を悪化させてゆく類型と，日産や日窒のごとく国家権力・国家資金と
結ひ:-:Jき「満川」や「朝鮮」に進出してゆ〈類型とに分類できる。特に後者の類型は，興銀の産
業金融がもっ植民地投資誘導機能の一典型を示すものであろう。

6) 日本興業銀行『白木興業銀行五マ年史J1957年o 391へージ。
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は内部資金は著しく減少し総体の約四分の一程度を占めるにすぎない状況であ

る。しかも前の期間において外部資金の主流をなした株式の比重は漸次減少し，

貸出金が絶対額においても前者を凌駕したことは大きな変化である。」マ〉その

主要金融機関の貸出残高は， 日中戦争期の「五ヶ月の聞に数十年来の累積にほ

ぼ等しいものを増加した。J" その主要な担い手は，財閥系銀行を中心とする

普通銀行と興銀を中心Eする特殊銀行であり，との両者でこの期間の貸出増加

額の81%を占めていた。(日中戦争期の金融機関貸出残高増加額約13日億目，800

万円のうち普通銀行約84億8，200万円・ 60，6%，特殊銀行約28億7，6口3万円・ 20.6

%である。〕このような貸出金が， 臨時資金調整法を根本法規とする設備資金

を主要対象と Lた資金統制の結果，主として生産力拡充指定産業に向けられた

こEば当然である。しかも，商業信用を基礎と Lた普通銀行に対L.，設備資金

供給を目的に活動している特殊銀行の方が，貸出金における設備資金構成比率

が高いという特徴をもっていた。

第 6衰興銀の生産力拡充・命令慰資資金供給 (単位，千円〉

m7年 I 1蜘年 I 1939年 194C年 I 1凶年

三菱重工業-I - I 100，∞o I 却、000I三両子
中島飛行機 14，500 I 61，000 I 60，000 I 3叱000 I 100，000 
(命令融資) I - I - I 80，000 I 145，000 I 180，000 

出所〕 前掲『日本興業主知T五十年史~o 456， 460， 461， 467， 468ページより作成。

臨時資金調整法による資金統制が開始された1937年 9月以降で，興銀の生産

力拡充資金項目の取扱いで供給された資金のうちで，三菱重工業と中島飛行機

に関するものは第6表のとおりである。敗戦時に約27億円にまで著増した中島

飛行機に対する貸付は1937年に始まった。命令融資は1939年 7月に中島飛行機

に対する8，000万円士もって開始され，三菱重工業に対する命令融資も中島飛

行機のそれと同時に「資金融通審査委員会」で検討されたが，有力な金融機関

7) 同前， 392ページ。
8) 同前， 393之ジ。
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を有する財閥直系の巨大企業なるが故に実行されなかった。第6表からもわか

るように，日中戦争期の資金調達方法は1939年を境に前後二期に小区分しうる。

前半では，日系列に有力な金融機関をもたないが急速な設備投資の展開を必要

としたため，産業資金を系列外の金融機関から調達することを余儀なくされた

借入金依存型の資本は，設僻投資資金に国家資金を導入することで急激な拡張

を実現させた。それに対1-.従来からの内部資金の蓄積に，白系列内の有力な

金融概闘か bの資金融通，さりに増資及び財閥本社の持株公開や傘下企業の増

資新株の公募などによる株式の公闘を通じて，自己資本依存型の資本は社会的

資金動員によりきわめて急速な拡張を実現させた。後半では，欧米の対日禁輸

のため資材の輸入が困難となり資本蓄積の速度ほ前半ほど鋭角的に上昇 Lない

が，他方で，経済統制のもとで設備拡張が必要であったために，自己資本依存

型の三菱重工業も国家資金を積械的に導入するようになる。すなわち，産業資

金調達における日中戦争期前半の二類型は. 1939年以後，自己資本依存型の資

本が国家資金導入に転化し，従来から国家資金に依存していた資本はより一層

依存関係を深化させることで二類型は国家資金依存型へと同質化されてくる。

しかし，財閥資本と国家資金との相互関係を考察するためには，当該企業へ

の生産力拡充資金供給に限定した第6表だけでは不充分である。すなわち，第

5表にも示したように当該企業以外にも当該財閥傘下企業への生産力拡充資金

供給が存在するのであり，それらは直接・間接に当該企業の資本蓄積を促進す

る機能をもつからである。とりわけ，三菱銀行等の有力金融機関を傘下に有す

る三菱財閥は，他の傘下企業への国家資金の供給は財閥系金融機関の融資可能

資金規模を補完する機能をもち，可除分を三菱重工業へ振り向ける資金的余裕

を生ずるからである。次に，計算上の把握は困難であるが，臨時軍事費特別会

計や一般会計の軍事費等から軍部を通じて軍需品調達のために行なわれた前金

払や概算払等として支出された財政資金のうち，運転資金という短期資金主連

続的に更新することで返済期限の拘束から解放され，実際上は長期資金として

の運用を可能ならしめ産業資金に転嫁されたものも考慮に入れなければならな
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いであろう。つまり，日中戦争期の財閥資本の資本蓄積の特徴は，株式公開等

により社会的資金を動員しながら遂行してゆくところにあり，かっ，国家資金

との当該期固有の特徴は「国家信用を肯景とするものへの結びつきであり，更

に巨額の財政資金の前渡しを受けて国家資本(木論文の国家資金と同義一一筆

者)との結合はますます増大したJ" ところにある。国家資金との結合の緊密

化要素はこれb以外にも存在しており，たとえば，興銀と当該企業との資金的

関係でも，起債統制白下における興銀引受発行会社債による資金融通がある。

三菱重工業は一般会社債としては例外措置である無担保で1938牛に 3億円の会

社債を興銀引受で発行し，中島飛行機は1938年に l億円， 1939年に 2億円を担

保っき興銀引受で発行している u これらも生産力拡充指定産業なるが故に，国

家機構との関連をもって直接的な産業資金供給左は別の資金調達機会を獲得し

た一例であり，資本蓄積の促進を補兎する機能をもっていた。

このように国家資金を産業資金調達の重要な部分としてとりこんだ三菱重工

業と中島飛行機は， どのように資本蓄積とりわけ設備投資を展閣したのであろ

うか。

まず三菱重工業について検討しよう。三菱重工業は， 1934年に三菱造船と三

菱航空機が合併して設立され，発足時公称資本金・払込資本金とも 5，500万円

であった。 しかし， 1935年日月には横浜船渠の合併のため500万円の増資がな

され，資本金は6，000万円になった。これ以後同社ではほぼ二年間隔で増資が

行なわれしヲ資本金は急速に増大した。すなわち， 1937年 5月に倍額増資の後，

1940年にはさらに倍額増資が行なわれ，公称資本金2億4，000万円(払込資本

金 1億8，QOOh円， 1942年 3月に払込完了〉にまで急拡大した。その後も三度

の増資を行い1 敗戦時には公称資本金10億円，払込資本金 7億5，000万円にま

で著噌していた，0)。

このように三菱重工業の資本金規模は急速に拡大したのであるが，これは日

9) 同前I 452ベジ。

10) 三菱重工業『三菱重工業株式会社史J1956年。 676ペ ジ。
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名古屋航空機製作所 1，850 39，318 41，871 2，438 17，777 115，819 219，073 

名古屋発動機製作所 34，888 14，7γ8 20，028 57，161 126，855 

名古屋企属工業所 15，373 15，373 

長崎造船所 3，588 2，605 3，072 16，093 25，358 

神戸造船所 10，9l5 28，693 11，948 51，556 

横浜造船所 6，967 6，967 

東京機器製作所 4，970 2，731 18，200 25，901 

川 崎機器製作所 11，977 11，977 

長崎製鋼所 4，177 4，177 

13，915 8，995 22，910 

和田岬地所買収費 3，600 3，600 

年度合計 |叫叫 岨， 出い 町叫 即日I37，田51232，356 I叫叩

出所〉 浜凶タ志「日中戦争下における三菱財閥の再編過程。」北海道大学『経済学研究J3C巻

1号， 278ページより作成。

中戦争勃売後急増した軍需発注『応ずるためであった。たとえば，航空機部門

では1937年以後陸海軍の発注量が矯加 L，発注金額も 1934年当時約1，400万円

から19~7年約3 ， 500万円にほぼ2.5倍に達して以後， 1938年と1939年はほぼ 1億

円程度， 1940年と1941年にはほぼ 2億円程度に著増している。また鑑船建造国

でも同様の傾向が見られる。三菱重工業は生産規模の拡大にもかかわらず，受

注高に見合う製造実績をあげることができず需要の急増に対応するためこの期

に大規模な設備投資を繰り返した。主要な設備投資は第7表のとおりであり，

その累計は約51億円強にのぼった。その設備投資の中心となったのは航空機製

造部門であり，機体製造関係では名古屋航空機製作所が毎年度設備投資を繰り

返し累計約2憶2，000万円弱，発動機製造関係では1938年に前述の名古屋航空

機製作所より分離した名古屋発動機製作所が毎年度設備投資を行い累計約 1億

2，700万円弱が投ぜられた。また，造船部門 tも毎年度設備投資を繰り返して

L 、る。

よれりの設備投資資金使途と興銀の生産力拡充資金との直接的な照応関係は，
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三菱重工業の経理を媒介することで内部資金等との貨幣としての共通性のもと

でー揺されるが故に確かめることはできないが，重要なのは，三菱重工業が日

中戦争期にとりわけ後半に国家資金の導入を積粁として設備投資を行い，運転

資金においても前払い等の財政資金を導入し資本蓄積を促進させていたという

ことである。その結果，三菱重工業は1937年 7月から1942年 6月までの十営業

期に「総収入は1，848，5日l千円， 総支出1，722，307千円で差引 126，194千円 1期

平均12，619千円の利益を計上した。而もその利益額も各期毎に躍進し，戦時財

政下若干のイ yフレ傾向はあったとは云え，相当の利益J1Dを示しており，直

前十営業期利益企約3，000万円弱の約4.3倍に相当する資本蓄積を行なっているυ

このように， 日中戦争期の三大総合財閥と国家資金との関係は融資関係だけ

に限定して考察しても，財閥資本の重化学工業への蓄積基盤の移行を補告・誘

導し当該部門での資本蓄積を促進させ，独占体制jの強化をもたらした。財関資

本にとっては，国家資金を媒介とした国家権力との結びつきの深化それ自体が，

資本蓄積の重要な条件となってきていた。しかし他方で，かかる興銀の集中融

資による資本蓄積を軍事工業動員体制の確立をめざす戦時体制の再編成に結び

つけることも，興銀を媒介とした国家資金供給の機能でもある。

次に，航空機の設計技術の蓄積と海軍による育成政策を基礎に，三菱重工業

とともに航空機の設計生産で日中戦争前から圧倒的νェアを占めていた中島飛

行機について検討しよう。

中島飛行機の資本蓄積は，海軍機関大尉(元航空機技術将校〕で政友会衆議

院議員でもあり，政界及ひ軍部との関係が濃い中島知与平が， 第一次大戦後

く機体部門は1917年，発動機部門は1926年〉に飛行機製造工場を設立したこと

に始まる。同工場は， 1931年に払込資本金900万円(公称資本金 1，200万円〉の

中島飛行機株式会社となった。その後，軍事工業動員体制の確立政策に基づく

育成政策に保護され，航空機製造の数量増大，単価高騰〈機体では陸軍機一台

当りの受注価格が， 1933年約 7万8，000円から1940年には約 9万8，90口円に， 海

11) 同前.;3Blへージ。
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軍機は同期に約6万1，000円から約 9万3，900円にそれぞれ上昇している。また，

発動機では，陸軍機用が1932年の約 2万7，200円から1940年に約 2万9，700円に，

海軍機用は同期に約 2万8，100円から約 2万8，500円に上昇Lている)12)に伴う

利潤率の上拝及び国家の種々の財政的援助をうけて資本蓄積を行い， 1~38年に

は払込資本金邑，000万円に増資し，多数の「下請ム場=協)J工場」を支配して

飛行機製造部門では筆頭の地位につき，閏策会社特有の軍需工業を中心とした

財閥資本形態にまで急成長した。その後も，日中戦争の拡大とともに従来から

の「育成政策をさらに進めて，会社の意志以上に，命令をもって生産拡充を行

わせるようになり，昭和13年にはじまる第一次，第一次，第三次の生産拡充命

令によって」問中島飛行機は資本蓄積を推転していった。同社の設備投資資金

使途については，資料の関係で詳細に跡づけることはできないが， 1939年に始

まる命令融資による設備投資資金使途については次のとおりである。

1939年 太田，武蔵野，回無，小泉各工場拡張資金

1940年 太田，武蔵野，小泉各工場新設拡張資金

1941年 同前及び中島航空金属拡張資金

中島飛行機への命令融資以外の生産力拡充資金も存在するので，興銀融資資金

の使途総体はわからないが，第6表に示したように，同社は命令融資比率が高

〈前述の設備投資状況からその大要を理解することはできる。

さらに，中島飛行機の設備拡充と三菱重工業の去れを製造台数と従業員数で

比較すれば第8表のようになる。戦前日本の航空機工業の主要企業ほ，技術・

生産数量・資本力等において「三菱豆工業及び中島飛行機が群を抜き，川西航

空機， ;11崎航空機，愛知航空機及び立川飛行機がそれにつついていた」叫とい

う関係にあり， 日中戦争期に急激に資本蓄積を飛躍させた。第8表にみるよう

に，設備投資の実態を間接的に表現するこれらの諾指標においても「巾島飛行

12) 東洋経済新報社『昭和産業史第一巻11950年。 623へ ジ参照。

13) 同百tr，604へ←ジ。

14) 同前.-606ページ。
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第 8表航空機工業生産能力 (単位，台，人〉

|即年 11938年 )1蜘年 I194昨|山1年 I194咋

陸軍機体生産台数

三菱飛行機 74 350 663 627 800 1，170 

中島飛行機 702 1，423 

立川飛行機 299 364 905 1，086 1，193 1，533 

川崎飛行機 188 352 588 326 867 1，093 

海軍機体生産台数

三菱重工業 246 558 536 518 903 1，404 

中島飛行機 1，270 

愛知航空機 176 218 327 322 217 305 

川西航空機 94 115 173 134 71 99 

発 動 機生産台数

三菱重工業 533 1，329 2，319 3，722 5，084 7，851 

中島飛行機 780 1，548 2，541 2，7fi9 3，987 4，889 

機体関係従業員数

三菱重工業 9，226 18，057 20，195 25，838 30，592 39，599 

中島飛行機 :l~.63ö 24，232 30，292 51，438 

発動機関係従業員数

三菱重工業 9，164 t 24825 31，943 

中島飛行機 6，054 20，359 23，676 

注) ーは不明分

出所〉 東洋経済新報社『昭和産業失業者J1問。年。 sOR.fi09. 618. 619ぺーシ上り作成3

機の年度別，陸海軍機別機体生産台数が明らかでないJ15) ので設備投資の推移

を跡づけるには困難があるが，最大の航空機製造会社としての中島飛行機の設

備投資は他との比較で推定す毛ことは可能であろう。とりわけ，三菱重工莱の

機体生産能力の拡大過程は著Lく， 乙の生産施設の大部分が名占屋航空機製作

所に負うものであり，当製作所の設備投資の推移は第7表のとおりである。つ

まり，三菱重工業に対し低位な資本蓄積から出発した中島飛行機が，三菱重工

業の航空機部門の設備投資に劣らず設備投資を繰り返していたといっても過言

15) 同前， 607ページν
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ではないであろう。また，それは機体製造と密着した発動機生産実績において

も，従業員数においても裏つけることができるであろう。

では，かかる設備投資を白系列内に有力な金融機関をもたない中島飛行機が，

その設備資金調達において財閥系金融機関とはいかなる関係をとり結んでいた

のであろうか。

中島の「大成の過程には三井に資本的にも，人的にも世話になっ Cいたが，

現在は殆んど独立し Cいる〈中略〉中島飛行機の齢なから白払込が，自己資本

で賄っている」山とし、われるように，日中戦争期前の日本航空際工業の「輸入

時代J (1900年~19日年) 1模倣時代」叩(1915年~1930年〉には三井物産との関

係をもっていたが， 1930年以後の「自立時代」山とりわけ日中戦争期には三井

物産との関係もなくなる。つまり， r輸入・模倣時代Jの航宇機工業は外国の著

名飛行機・発動機の製作権を購入し，招鴨外人技師の指導で機体・発動機製作

を行なっていたが故に，三菱重工業(当時は三菱航空機)の三菱商事に相当す

る資本をもたぬ中島は，三井物産との結合関係をとり結び，三井物産は欧米の

航空機会社と代理屈契約を結びその製作権を中島へ斡旋した。これによって中

島はp 当時重要競争手段となっていた製作権購入で便宜を図られた。同様の過

程は発動機製作についてもいえる。しかし、日中戦争前後には陸海軍の航空機

予算が急増~，技術的にも「自立時代」に入り競争手段としての製作権購入の

意義が薄れ，大量生産体制へと向う設備投資がそれにとってかわる競争手段と

なった段階では，中島は興銀の最初の生産力拡充資金融資をうけることになり，

それ以後興銀の主要な融資対象となった〔第 5表〕。中島は 1日37年には陸軍

関係の， 19:;9年には海軍関係、の三井物産との一手販売契約を解消し亡いる。つ

まり，中島は設備投資が主たる競争手段となった段階では，興銀という国家資

金と緊密な関係をとり結ぶことにより三井物産から離れ，三井物産に従来依存

16) 樋口弘『日本財閥論Jl1940年 o 231へ ジ。

17) 前掲「昭和産業史Jo594， 595ヘージ。

18) 同前> 595ヘージu
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してきた資材面でも，航空機工業が生産力拡充政策の最重要産業なるが故に，

経済統制ー←一物資動員計画によ旬最優先されることになり， この側面からも三

井物産との結合の意義は低下していた。三井物産は1937年に自系列内部に昭和

飛行機を設立して参入を図った。すなわち，三井物産との結合関係を基礎に三

井財閥系との金融的関係も重要な資本蓄積の構成部分としてきた中島飛行機は，

日中戦争を契機に資金及び資材を国家権力により最優先配分されることになり，

国家権)Jとの結合関係それ自体を根拠に資本蓄積を遂行するという点で同じく

借入金依存型に属するとはいえ，借入金源泉からみれば大きく転換し国家資企

依存へと内容転態している。それ故に，前述の興銀を媒介とした資金使途忙よ

り中島飛行機の設備投資の大要を把握するこシは可能であ勺た。

最後に，資本蓄積の現実過程の今一つの側面である傘下・下請工場との関係

をみておこう o r航空機はきわめて高度の綜合工業であり，且つ短期間に急激

な増産を要請されたので，各航空機工業会社は，社外工場利用の範囲を急速に

拡大Lた。この社外工場は，いわゆる下請工場であるが，戦時中それらは協力

工場とよばれた。」山三菱重工業は， 財閥直系企業であり生来的に多くの傘下

企業を支配していたが，中島飛行機の機体部門の下請工場への総合的な依存度

も年々増大した。中島飛行機の各製作所を平均すると， 1940年に33.7}五， 1941 

年には33.4%に及んでいる。それ以後，敗戦時まで依存度は上昇~， 持株会社

指定時には，中島財関傘下企業中機械器具部門は50社にも達~，その払込資本

金合計約17億円・持株数約376万株のうち各々約28%を占めるところまで資本

蓄積を行い，中島飛行機に財閥形態を具備させる塊実的な基礎となっていた。

従って，興銀の融資は結果的には資本蓄積を媒介としτ融資企業の内部資金蓄

積を可能とし，その資金が資本の系列支配拡大に使途されることも可能にする

機能ももっ亡いた。このように，興銀の融資は資本支配下に編入された部分も

含めて，倍加された資本蓄積促進機能をもっていた。

19) 同前， 620ベージ。
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V 結びにかえて

日中戦争期に拡大した興銀の産業金融は，当該見目の代表的資本である財閥資

本と国策系軍需会社の産業資金調達における三類型，すなわち，財閥資本にみ

られる自己資本依存型と有力な金融機関を白系列内に有せぬために外部資金に

依存してきた借入金依存型という一類型を国家資金依存型へと同質化させた。

この過程で，興銀は三大総合財閥の，従来の蓄積基盤から新たな重化学工業へ

の蓄積基盤の移行と国策系軍需会社の重化学工業分野での蓄積基盤の整備を，

とりわけ設備投資資金融資を媒介として促進させる機能をもっていた。 LかL，

これらの機能が興銀の選別融資 集中融資を媒介して遂行されたために，雪

わめて急激な部門偏重を伴う重化学工業化及びその担い手となりえた少数資本

の特恵享受をもたらした。

このように，興銀を媒介機関とした国家資金と資本蓄積の現実過程との関係

は，産業資金源泉からみた二類型を国家資金依存型へとその類型的差異を解消

させ，その国家資金は同質的に資本蓄積促進機能を，財政誘導の機能を果した。

しかし，同時に，かかる同質化傾向はあるとはいえ，従来とは異なる類型的差

異がうみだされてくる。すなわち，資本蓄積の投資内容を決定する資本の意志

決定にかかわる領域で，前述た資本蓄積と戦時経済に特徴的な生産力の合理

的編成の徹底性とのゆがみと総合調整の必要性とが顕在化せざるをえず，それ

への対応が従来の資金的二類型に照応して新たな差異として存続する。かかる

差異の存続する根拠については，資本の経営意志決定に関わる問題であるが故

に，個別資本内部意志決定機構，国家機構・函家政策の意志決定機構及び両者

の相互関係とりわけ，その人的結合関係等を総体として分析することなくして

は明確に規定しえたことにはならなL、であろうが，それらとともに重要な環を

構成している資金内容に限定してみておこう。第 6表に示したように，三菱重

工業が導入していたのは，興銀の生産力拡充融資である一般融資であったが，

中島飛行機のそれは一般融資額よわも命令融資額が上回っていた。一般融資に
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限定された三菱重工業の場合，資本蓄積に関わる経営意志決定権は資金を導入
助

した財問資本に存在しており，国家は臨時資金調整法に基づいて申請される設

備投資計画に対する認許可権限を保持しているにすぎず，資本蓄積の根幹とも

いうべき部分を国家が掌握L--C ¥、る訳ではない。従っ C，興銀り融資を媒介に

戦時的生産力編成に三菱重工業主組み込もうとする財政誘導機能は，資本の蓄

積促進機能に内包されることになり三菱重工業の資本蓄積はいわば間按的に統

制経済の一環に編入されるにとどまった。それ以後も，財閥資本の統制経界へ

の間接的編入の度合，すなわち 3 経営意志決定の自由を前提とした資本主義経

済を基礎とする戦時統制経済が，他方で，生産力第一主義に主主づ〈国家政策を

体現させた投資を強制するためには経営意志決定の自由に制限を加えざるをえ

ず，両者の相対立する要求をどこで妥協させるかが論点となっていた。 1939年

の興銀の一挙四倍増資の新株引受に財閥資本系の金融機関が新たに登場し，上

位株主となった過程もかかる妥協の現実化として理解できる。つまり，それは，

財閥系資金を国家資金の補完に導入し，国家資金統制を強化させることで財閥

資本の統制経済への積極的協力を強制するものであると同時に，財閥資本が日

銀の臨時資金調整局を事実上の頂点〈制度的には内閣総理大臣が頂点〉とした

国家資金の供給機構に意志を反映させることを機構的に可能にさせ，日銀等の

国家資金を主要な資金源泉ιする興銀の融資意志決定に関与しうる条件を強め

ることで財閥資本の蓄積促進機能をもっ融資を拡大継続させることを可能にし

た。かかる相対立する両要素の妥協過程は，戦争遂行とともに国家政策士体現

するための統制経済強化の傾向へと再編されてゆく。たとえば，国家の統制機

関における，資本の経営意志決定の自由も制約する会社利益金の使途に対する

統制はその一例である。(法的確認は 1940年「会社経理統制令J) 日中戦争期

の形態ば，太平洋戦争期の軍需融資指定金融機関制度のごとき形態とは遣い，

共同融資?自治的資金調整原則の存続等として，資本意志を相対的に色濃く反

映した形態で妥協が展開してゆ〈が，この展開;&1程は太平洋戦争期の統制経済

の基礎制度を体系化きせつつある過程として理解することができる。
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ところで，中島飛行機の場合は，命令融資資金でありかっ巨額であるが故に，

興銀以外の民間金融機関からの借入金のもつ意味は相対的に減じた。国家政策

を体現させた国家資金が資本蓄積の不可欠な構成要素とな句，資本蓄積の根幹

をなす経営意志、決定の自由に対し，その自由に基づいた投資計画を実現するの

に必要な資金調達に応じない可能性もありうるとの条件を成立させた乙とを意

味し，資金関係、に限定しても，資本主義的資本蓄積の基礎的条件を制約Lうる

段階にきていた。つまり，三菱重工業の場合と同様に，資本蓄積の意志決定権

は中島飛行機にあるが，戦局の推転に照応して国家政策を体現した設備投資を

効率的に遂行L，毎年度計画更新さわしてゆ〈物資動員計画等を具体化した統制

経済の諸目標に合致すzとの条件を充足Lうる限りでのこ kである。そ弓でな

い場合には，資本蓄積の重要な構成要素である資金関係を国家機関が専一的に

掌握Lているが故に，それもひとつの根拠として意志決定権を国家機関の側に

移譲させることも可簡であった(実際にも 1945年 4月に意志決定権の移譲が行

なわれた〉。このように，中島飛行機の場合の財政誘導機能は，三菱重工業の場

合と対比すれば，統制経済の一環への直接的編入を強制する機能を伴っていた。

ここでみてきた，統制経済への直接的及び間接的編入という把握は，戦時経

済を通じて遂行された財閥資本及び国策系軍需会社の"戦争協力と資本の強蓄

積とを両立させた資本蓄積のメカユズムと相対立する把握ではない。資本蓄積

に対して一様に財政的補完・誘導と言っても，財政資金の産業資金としての供

給とL、う共通性に内在している資金関係の差異が，他の人的結合等の諸要素に

媒介されて現実の資本蓄積過程にもつ意味の差異を伴うことは看過されてはな

らないであろう。従っ ζ，国家資金が，資本蓄積の現実過程に果した機能につ

いては，資金関係に限定しても，たとえば日中戦争期後半に財閥資本・国策系

軍需会社を問わ F国家資金依存の傾向へ同質化するが3 その指摘と同時に，共

通性に内在する差異を総合して同質化傾向を理解しなければ，資金関係と資本

蓄積との相互関係の把握はすiU約を伴う理解にとどまるであろう'"'。まして， 目

的戦争期の国家資金の産業金融と Lての展開が資本蓄積に果した機能を，財政
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的補完であるとして，日中戦争期以前の救済融資機関としての機能分担関係を

前提に産業金融を展開 L，資本蓄積との関連が迂回的であった頃との産業金融

の形式的共通性の量的拡大という把握では，日中戦争期の国家資金供給と資本

蓄積との相互関係を理解することはできないであろう。

ところで，このように独自的意味を有する日中戦争期の興銀の産業金融にも

かかわらず，興銀に関する従来の研究は， 190Z:fI:.設立当時や日清戦争前後及び

その後の植民地投資に関係するものが中心である。本論文の年代対象に比較的

近い第一次大戦後の産業金融をゴ仕析し I周辺産業」への救済融資であると特

徴づけた研究釦はあるが，前述の理由により日中戦争期にまで援用することは

できないυ つまり，日中戦争期仁国債大量発行とL寸金融的条件の下で，設備

拡充資金が興銀融資kして，しかも，それが中島飛行機のような国家資金に支

えられた資本のみならず，財閥系資本にまで国家機構と資本との密接な関係を

生みださざるをえないのである。この肯景には，戦時的生産力拡充へと資本を

誘導してゆくスクラップ・ア y ド・ピノレド産業政策という財閥資本にも中島資

木にも通ずる共通性がある。しかし，この共通性にもかかわらず，資本蓄積の

補完物として国家資金を活用しようとする財閥資本と，国家資金そのものによ

って育成きれる中島資本との違いもまた明瞭になって〈る。かかる違いが生じ

た根拠の一つは，大量国債発行下の戦時期金融市場における財閥系資本の位置

とその重要性を抜きにしてはありえないのである。

従って，日中戦争の財政・金融と資本蓄積の現実過程との相互関係は，大量国

債の発行・消化過程に関わる理論的問題と，それと密接に関連して展開した設

備投資拡充のための特殊銀行・興銀の融資との総合的研究の中で両者を位置づ

け，両者が総体として，その後展開されるきわめて中央集権的な財政金融機構へ

の財政金融機構の再編を推転してゆく一つの重要な根拠となるものと恩われる Q

(1983年7月〕

20) 疋田陣行「戦前期円本航空機工業資本白蓄積過程J Wー稿論叢~ 77告描6号。本稿も氏の研究
から示唆をうけたが，資金関係の資本蓄積にもつ憩味については見解が異なる。

21) !II上忠雄「部一次大戦怯の日本興業担行の産業金融JW経済志林』所J囚， 196C年山


